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平成25年(東)第175号,第1490号和解仲介手続申立事件

申立人^劫10M,^ほかM
被申立人東京電力株式会社

原子力損害R割賞紛争解決センター御中

仲介委員安藤武久先生

丸山裕司先生

蓑毛誠子先生

担当調査官田谷浩之先生

被申立人代理人弁護士

回答書(A世帯について)

頭書事件にっいて,平成26年12月10日付け貴センター作成「ビ連絡」添付の

「和解案提示理由補充書」(以下「補充書」といいまず。)及び同日付けのA世帯に

係る全部和解案(以下「本和解案」といいます。)を確かに拝受いたしました。

貴パネルに粘かれては,かかる補充書記載の理由に基づき,本和解案の受諾の可否
について回答司、るよう求めて稔られま司、ので,二の点にっいて,以下のと為りビ回製
しまt。
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直送済

第1

平成26年12月25日

回答

被申立人は,補充書記載の貴パネルの考え方を踏まえて検討いたしましたが,既

にご回答しているとおり,下記①及び②の点にっいては,いずれも受諾いたしか

ね*すので,その旨ビ回答します。

Φ本件事故当時,飯舘村駿平地区(居住制限地区)に住居を有Lていた申立人

らの避難に係る精神的損害(中間指針第二次追補第2の1 (1)(指針)Ⅲ)
②)の賠償として,平成29牟3月までの期間にっいての賠償を認めるとの点

②本件事故発生後,蕨平に留まり続けた申立人にっいて妊婦又は子供にうき1

人100万円,それ以外の者につき1人50万円の精神的損害の増額をしてぃ
る点
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第2 理由

1 上記①の点につぃて

補充書記載のご指摘を踏まえて検討しても,居住制限区城に指定きれてぃる蕨

平地区について,実際にいう帰還可能となるかについては,今後の放射線量の推移,

除染の進行具合,避難指示を解除することにっいての各行政機閲の政策的判断や帰

還に向けての具体的な取り組みによ0ても左右されるものであり,現時点(平成2

6牟12月)における蕨平地区の避難指示解除見込み時翔である平成皀8年3月が

変焚になるという'情報はありません。また,避難指示解除は,「日常生活に必要な

インフラが概ね復旧」,「生活関連サービスが概ね復旧」,「子供の生活環境を中心と

,、る除染作業の十分な進捗」が要件となっています(平成23年12月23凹原子

力災害対策本部決定)。したがって,蕨平地区において,平成29年3月までに住

民が帰還して従前の生活に復することは困難であると現時点で断定する二とはで

きないものと思料いたします。

この点に関して,補充書は,平成24年及ぴ早成25年に粘ける蕨早地区の放射

線量にっいて言及していますが,確かに地区中心である蕨平多目的集会所において平

成25年2月13日時点で9.54μSVとされてぃますが,福島県ホームページによれ

ば,平成26年12月12日に蕨平公民館(蕨平多目的集会所と同所)に船いては0.

68μSVとこの1年間で大きく低減Lていることがうかがわれます。また,補充書が根

拠とする環境省の「除染情報サイト」では,飯舘村の除染作業の進捗状況にっいて,平

成26年5月31日から 10月31日の5か月間で,宅地9%→46%,農地4%→1

4%,森林6%→25%,道路1%→10%と着実に進展してぃます。

さらに,同サイト(平成26年12月12日時点)によれば,補充書に指摘きれてぃ

る飯舘村の除染に関し,「宅地及びその近隣の農地,森林にういて,平成26年内の完了

を目途に除染等の措置を実施」,、るとされていることから,「平成26年度内の完了を目

途」としていた環境省の r特別地域内除染実施計画(飯舘村)」(平成25年12月一部

改訂のもの)から3ケ月程度前倒しで作業が実施されているものと考えられます。また,

同サイトによれば,平成26年11月25日から6,600人規模で飯舘村の除染作業

が行われているとされています。

このように,補充書が挙げるこれらの事情を考慮しても,蕨平地区に郭いて,本

件事故後6隼間が経過する平成29年3月までに住民が帰還して従前の生活に復

することが困難であるとは現時点では断定し得ないと考えます。

なお,これまでも繰り返し述べていると船り,仮に,今後の情勢変化により,

避難指示の解除時期が実際に平成28年3月以降に伸びた場合には,実際の解除

時棚に応じた賠償を迫加で実施させていただく所存であることをあらためて付言

いたし主す。
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2 上記②の点にっいて

上記②の点にっいては,本件事故発生後,蕨平に留まり続けた申立人にっいて,

放射線被ばくへの恐怖や不安を抱き,今後も抱き続けるであろうことに関する精

神的苦痛に関する慰謝料として,妊婦又は子供にっき1人100万円,それ以外

の者にうき 1人50万円の精神的損害の増額をするというものですが,これまで

も述べたとおり,低線量被ばくに関する科学的知見や実際のデータに照らせぱ,
申立人らにかかる損害賠償を基礎付けるだけの具体的な権利侵害があ0たとはい

うことができず,現時点で,個別具体的な事情を趨酌することなく,かかる精神

的損害を一律に増額tることはできない二とを御理解いただきたいと思います

(な粘,長泥地区の集団申立事案の和解案に羚いては,同様の慰謝料の増額の和

解案が示されましたが,当該事案においては,同地区が「旧警戒区域と同程度の

放射線量であった」ゆえに,飯舘村に船いて唯一その後「帰還困難区域」に指定

されているという長泥地区の特別かっ固有の事情に着目して,慰謝料の増額を含

む和解案が示されたものとの理解の下,も.ばら当該案件を迅速かう円滑に解決
する七いう観点から受諾したものです。本事案は,居住制限区域に指定されてぃ

る蕨平地区に関するものであり,長泥地区の集団申立案件とは基礎事情が異なり
ます。)
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